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農業労働力の ドラステ ィックな減少,農 地転用の増大,中 ・大型農用機械
装備の開発,農 産物市場の変化等 々によって,経 営を とりまく技術条件およ
び価格関係がいままでになく急速に変化 しつつあり,わ が国の農業経営はこ
れ らの変化に対応 していかに合理的にみずか らの転換を図 り,さ らに発展の
道を 見出 してい くか。 はた して,機 械化大農法がaeUSex・machinaとな り
うるか どうか。
す くな くとも,い ままでの日本農業は零細経営の枠内において近代的な小
農技術,と くに土地節約的な技術をテコに していくたの経営問題をきり抜け
てきた。現段階において,も はやそれが通用 しなくなったとすれば,わ が国
農業はいまや命がけの跳躍を迫 られているといわねばな らない。 しか し,そ
の跳躍は命がけであってはな らない。つま り,規模拡大の投資は経営純収益
を高め うるものでなくてはな らない。そ うでなければ,規 模拡大は個別経営
経済の立場か らす るかぎり不合理であ り,規模拡大を個別経営の自生的発展
として期待することはとおていできない。
価格関係,技 術条件の変化に応 じて生 じる規模の変化は,特 定最適規模の
旧水準か ら新水準への変化を意味するものと理解 される。与件変動に対応す
る最適規模のこの変化はまさに法則と して認識 されるべきである。 しか し,
　り
規 模 の 経 済 性(七heeconomiesofscale)は法 則 で は な い。 規 模 拡 大 の 経 済
(1)ここでい う規模 の経 済性 は生産 関数 の概念 に よって次の よ うに定式 化で き る.
λr∫(X1,X2,……Xn)=ノ(λX1,λκ2,… λXn)
ただ し,∫:γ次同次生産 関数,絢:生 産要 素投入量 とす.こ こで
γ>1:規模 に対す る収益逓増
γ=1:〃 〃 収益 不変
r<1:〃 〃 収益逓減
の3つ の ケースの うち,規 模 に対す る収 益逓増(γ>1)の ケースを本稿 で は規模
の経 済性 と呼んで い る.
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分析に際 して両者の区別をとくに重視 したい。規模拡大の経済的意義を最適
規模の法則に見出 しえたと しても,必 ず しも規模 の経済性にそれを見出 しう
るとはかぎらない。新 しい技術条件(生 産関数)が 規模の経済性を具備 して
いるときには じめて個別経営の持続的規模拡大が期待されるであろ う。法則
でないものを法則的に大前提の位置におきわが国農業を論 じることはあやま
りである。
規模の経済性が法則でないかぎり,わが国農業において規模 の経済性が存
在す るかどうか検討することが必要である。規模の経済性がわが国農業の実
態に照 らして十分に立証されているか どうかをいまいちど批判的に検討 して
みることにす る。規模の経済性が見出されないかぎり,規模拡大は最適規模
論 として論 じられねばな らない。
規 模 の 尺 度
いうまでもな く,経営規模 とは農業経営に動員される生産諸要素の結合の
大 きさを指す。 したがって,そ れはほん らい,単 純に経営面積だけで測れ る
わけではない。 しか し,慣例によって 経営土地面積で 測るとい う便法をと
る。 もちろん,経 営土地面積によって規模を測るのが便法だとしても,それ
に相応の適格性な らびに利用上の注意に無反省であってはな らない。
規模を測 るのに土地面積をもってすることができるのは,ま ず第一に,農
業では土地用役 とその他生産諸投入との間に比例性がみ られることに基礎を
おく。農業は土地生産だといわれるゆえんである。技術条件および要素価格
を含む価格関係を共通 とする 経営間では 生産諸投入の 結合比率 も共通 とな
る。 したがって,規 模を 測るのに 土地用役投入量を もってすることができ
る。
第二に,個 別経営にとって土地はつねに完全利用されているとい うことに
基礎をお く。資本財,労 働力には しば しば部分的遊休あるいは部分的転用が
見 られるが,部 分的遊休あるいは部分的転用のある経営要素をもって規模を
測れば,規 模の過大評価 となる。
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第三に,土 地面積は 一義的量的表示が 比較的容易であることに 基礎をお
く。第一にあげた論拠か らすれば,規 模尺度として肥料,農 薬等 の流動財投
入量をもって して もよい。 しか し,個別経営における土地の自然的,土 壌理
学的条件,選 択 された品種の差に基づ き,こ れ ら流動財の投入水準は個別的
条件に右左 されるところ多 く,規模分析の用に耐えるだけの一義性を保証 し
がたい。 そこで,こ れを 尺度 とする場合には,土 地を尺度 とする場合に比
し,は るかに多 くの附加的情報を必要 とする。 もちろん,土 地についても,
その肥沃度,位 置,地 形等の質的条件の差が現実に存在するので,厳 密にい
えば,土 地面積をもって 一義的な 規模尺度 とす るわけにはいかない。 しか
し,土地に関する情報は相対的によく整備されていて,他 のどの投入物より
も量的把握が容易だ とい うことが,土 地面積が規模尺度の便法 として用い ら
れる基礎であると思われる。
経営面積をもって規模を測 ることに伴ない次のような留保条件がつけ られ
るべ きである。すなわち,こ の規模尺度をもって規模比較を行な うことがで
きるのは,同 質的な経営間においてである。技術的諸条件(自 然条件,土 地
の自然的質,生 産関数等),価格関係が共通,し たがって 生産物,集 約度を
共通にす る経営間の規模差による効率差の分析においてのみ有効性が発揮さ
れ る。逆に技術,価 格条件を異にする経営グループの規模経済の分析 の場合
には土地面積で規模を測ることは適当でな く,別 の分析方法を考案すべ きで
ある。(例えば,生 産関数分析)。規模の差による 効率の差を 分析 しようと
す るか ぎり,otherthingsbeingequalのルールに従 うのは当然だといえよ
う。比較可能性comparabilityを保証するために不可避的なことである。
規 模 の 経 済 性
技術条件,価 格関係を所与 とし,経営が経営純収益最大化を 目指す とき,
諸投入の最適投入水準,最 適要素結合比率,し たがって最適生産水準 も決定
す る。 しか し,この原理的説明だけでは個別経営の現実的最適規模を把握 し
きれないであろ う。現実において,技 術条件,価 格条件を共通にする特定地
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区内で同 じ水稲経営でありなが ら,個別経営の規模は異なっている。 これは
なぜか。 もし,規模に対する収益逓減が働いているな らば,あ らゆる固定的
経営諸要素の可変性を認めた長期においては,個 別経営は共通の最適水準に
到達するよ うその規模を調整するであろ う。現実には,規 模に対する収益逓
く　　
減は働いていないと見 られる。
共通の技術,価格条件のもとで経営の長期的最適規模が個別的でありうる
のは,規 模に対する収益不変,い いかえれぽ規 模の経済性が存在せず,ど ん
な規模を選んでも純収益率に差異をもた らさない場合である。 この場合,個
別経営はみずからの経営能力を最も効率的に利用するという意味で最適な規
模を選ぶことになる。その結果,経 営の規模別分布は経営能力分布によって
決定され る。 さらに経営能力分布は,農 業 ・非農業間の相対的有利性によっ
(3)
て決 定 され るといえ よ う。
これに対 し,規模に対する収益逓増すなわち規模の経済性が働いている場
合には,す べての個別経営がより大 きい規模に向って持続的に規模拡大を試
みる。 しか し,終局的には1つ の独占経営によって農業が占拠されるのが最
も合理的となるであろ う。はた して,こ のような規模の経済性が実存するか
ど うか 。
規模の経済性がなにに基礎をおくかについての最 もポピュラーな説明はア
(4)
ダム ・ス ミスの指摘 した分業 の利益で ある。規模がある ミニマ ム水準を こえ
(2)戦前の中農標準化傾 向は特定最 適規模への集 中化傾 向を示す もの と解釈 され る
か も しれ ないが,集 中の水準 な らびにその変化率 は ともに集 中 とい うには あ ま り
に も低率 にす ぎる と思われ る.
この点 に関連 し,個 別経営 が 自由に経営 規模 を変 え うるほ どに要 素市場 が完全
競争的で ない とい う異 論が提 出 され るか も しれ ない.し か し,個 別小作料率,個
別地価 の形 成事i青をみ る と,広 汎 に一物一価 の法 則が貫徹 してお り,農 村 の土地
市場 は問題視 され るほ どに不 完全競争状態 に あ った とはいえず,む しろ競争 的性
格 の方が強 か った と見 るべ きであ ろ う.土 地売 買の多寡,高 率小 作料,高 地価 そ
れ 自体か らこの市場 の不 完全競争 性を主張す ることには賛 同 しが た い.
また,独 占 とは,代 替的供給者 ない し代替的需 要者 を排除 す る ことであ る.農
村 の要 素市場 が独 占的であ る とす る意見 に も賛 同 しが たい.
(3)G.S.Stigler,``TheEconomiesofScale,"∫ournalofLawandEconomics,
Vol・1(Oct・1958)・ReprintedinStigler,TlteOr8αnixationofIndustrツ,R・
Irwin1968,Chap.7,pp,77-94.
(4)AdamSmith,WealthofNαtions,1776ModernLibraryEdition,PP.4-9.
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ては じめ て分業が可 能にな り専 門化 の利益 が発生す る。(ア ダム ・ス ミスの
言葉では,職 人 の手 ぎわ の改良,お よび一種 の仕事か ら他 の仕事へ移 るため
の時間 の節約)。 農業 におい て も,共 同経営 に よって規模が大 き くなれ ば,
専門化が行 なわれ,会 計係,機 械運転係,飼 料生産係 な どの分業が可能 とな
り,同 一 の業務が よ り効率的 に処理 され る結果 が期待 され よ う。
一・般に,規 模 の経済性 は 特定生産 要素の 不可分割性indivisibili七yに基 因
(5)
す る とされ ている。 ア ダム ・ス ミスの ピンの例では,1人 の職人 の手 に よっ
てピンを作 る場合は,カ ナヅチとヤス リぐらいの道具 しか僅えないが,10人
の労働者が集まると適当な機械設備が導入されるようになる。1人 の労働者
だけの場合にそのような機械設備を導入 しても,機 械の操業率が低 く,か え
って コス ト高 となる。これを避けようとして,10分の1の サイズの機械設備
を導入 したとした ら,お もちゃの機械設備になって しまう。つまり,こ の機
械設備は 分割不可能なのである。 ある ミニマム規模に達 して は じめて実用
的な機械の経済的導入が可能となる。(ス ミスの言によれば,適 当な機械の
使用)。いいかえれば,最 適の要素結合,し たがって最低生産費に到達する
にはある ミニマム規模に達 しなければな らない。
分業の利益 もまた,専 門化 されたひとつの生産用役の不可分割性に基因す
ると解釈できる。すなわち,専 門化 もある ミニマム規模に達 しては じめて経
済的利用が可能となる。
したがって,不 可分割性がある場合には,規 模がある ミニマムに達す るま
では規模の経済性が働 くといってよい。では,そ れ以上 の規模になれば どう
であろ うか。1セ ッ トの 機械設備に10人以上 の労働者を 組合わせると過剰
人員配置 となって,そ れ以上の労働者規模の拡大は不利である。 しか し,20
人になるとさらにもう1セ ッ トの機械設備を導入することが可能となる。 し
たがって,11人～19人規模の経営 よりは有利である。 しか し,10人規模 と
比べた場合,不 可分割性をもつ生産要素が他にないかぎり有利性は同一であ
(5)TjallingC.Koopmans,ThreeEssayso%彦heState()fEconomicSdien`e,1957,
pp.151-152.
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る。 ここで,機 機設備利用上の最適規模だけをとり出 して比較すると有利性
に差異はない。 この意味で規模に対する収益不変の状況が想定できる。
か りに,個 々の機械設備が不可分割性をもつと しても,そ れぞれの機械設
備の完全利用のための最適労働者規模が連続的に変化す る各種サイズの機械
設備の作成が可能だとす ると,結 果的には不可分割性が消滅 し,あ る ミニマ
ム以上の範囲では規模の経済性はな くな り,規模に対する収益不変の状況が
生 まれ る。 もし,機械設備が大型化するにつれて,そ の性能が向上するなら
ば,こ こでは じめて規模の経済性が全面的に働 くことになろ う。
では,上 述のことが農業にもあてはまるであろうか。機械設備本体がた と
え不可分割であっても,そ れか ら湧出する用役は分割可能であることに着 目
せねばな らない。 もともと,農業では機械の大部分が移動,運 搬されて利用
される。(工場設備(plant)は移動 しない。)そこで,賃 借 りあるいは賃耕の
くの
かたちで,も しくは共同利用のかたちで,小 規模経営が大規模経営のもつ機
(7)
械設備を容易に利用することができる。農業では,用 役の分割利用によって
機械装備のもつ不可分割性を回避する方途が見出される。その結果,工 業で
は小規模経営に不可能なことが農業では可能 となる。大規模経営に しか許容
されない固定的生産装備はほとんどない。
機械の 利用効率を 確保す るための 最適操業面積が 指定されているとして
も,そ の土地面積は賃借 し相手の関係土地面積を含めてのそれであってもよ
し,共同利用グループの関係土地面積の総和であってもよいのである。
非移動の設備,例 えば籾の火力乾燥設備の場合でさえ,籾 が各圃場か ら運
び込まれねばな らないが,運 び込まれるべき籾の最適量は大規模経営の遠隔
の圃場か らのそれによるよりは隣接の小規模経営の圃場か らのそれによ6て
(6)経営コンサルタソトの例をここに付け加えることもできる.
(7)賃借 りあるいは共同利用の場合に,し ば しば 指摘される作業適期逸損の問題
は,賃借りあるいは共同利用に固有の問題でなく,農業生産に固有の問題だと思
われる。農業生産では,機械の効率的利用と動植物生産の季節性との間に矛盾が
生ずる傾向がある.例えば,馬鈴薯の収穫作業において,ポ テ ト・ハーベスター
の利用効率を 高めるためには9月上旬から10月中旬にわたっての操業が望まれ
るが,収 量の方は,9月上旬と10月中旬とでは10アール当り10俵もの差が 生
じると報ぜ られている.(北海道総合経済研究所,村 山哲朗氏に負う.)
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確保 される方が,運 搬費が節約 されて合理的である。農業では,こ のように
つねに運搬費が介入するので,定 置式のプラン ト設備でさえ,経 営規模が大
きくてもプラソ ト利用効率を高めえない。
以上の考察に より,農業では固定的生産財の用役の可分割性が許 されるが
ゆえに,固 定的生産要素の不可分割性に基礎をお く規模の経済性は根拠薄弱
である。
ところで,技 術革新によってこれ と異なった事態が発生するであろ うか。
技術革新すなわち新 しい投入財が出現 した とき,そ の新投入財が分割可能な
場合(例 えば,新 品種,新 肥料)は もちろんのこと,新 投入財が不可分割性
を強 くもつ場合でさえ,そ れのもつ用役が分割可能であるかぎり規模の経済
性は発生 しない。 しかも,技 術革新は,地 方的,個 別的要求に応 じて各種サ
イズの固定的生産財を生み出す。例えば,ハ ン ド・トラックターがそれであ
り,技術革新は特定生産財の不可分割性を緩和す る方向にも発展するもので
く　ラ
ある。
技術革新が規模の経済性をもた らす とすれば,別 のところにその要因を求
めねばな らない。一般に,規 模の大 きい経営では経営耕地は優良地が多 く,
労働力の質 も高いことが認め られている。技術革新は質の高い生産要素を備
えた経営に最 も早 くかつ容易に根をおろす傾向がある。そのため,小 規模経
営 との間に,短 期的に しろ,技 術格差が発生 し,大規模経営では規模拡大,
小規模経営では規模の停滞 もしくは縮小を余儀な くされるであろ う。新 しい
技術知識に対する投資を想定す ると,技 術知識の獲得に要す る費用は規模の
大少にかかわ らず一定であるが,そ の新知識にもとつ く粗収益の増加の方は、
規模が大であれば大 となる。 したがって純収益 も大 となる。(新知識の体現
に追加的費用を要 した としても 同 じである。)新投入財の出現が 次 々に継起
する時期においては上述の規模間技術格差(生 産関数の階層性)が 持続され
(8)国際的農業生産関数(完 全に長期的な生産関数とみてよい)の計測事例によれ
ば,規模の経済性は見出されず,収益不変が観察されている.速水佑次郎 「農業
発展の諸条件」尾崎編r後進国農業発展の諸条件』アジア経済研究所1968年所
収,P,29.
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ることにな り,い わゆる規模階層間の両極分解が進む ことになる。 しか し,
このような規模問技術格差は技術革新期をす ぎると早かれ おそかれ平準化さ
れて しま う性格 のものであることを見逃す ことはできない。
規模が大 きくなると有利な点ばか りでな く,同時に不利な点 も出て くる。
その第1は,経 営農地の分散が顕著とな り,運搬費の急増が問題視され るよ
うになる。 これはわが国の現状に照 らして最 も重要である。運搬手段の高能
率化,低 廉化に よって あるていど 克服できるが,農 地の分散状態のもとで
は,規 模の増大につれて運搬費は比例以上に高まる。第2に,生 産要素の他
給が増大す るにつれて経営費の比例以上の増大をひきおこす。例 えば,雇 用
ゆ　
労働が増大す ると,家 族労働のみの場合に比 し,労働費が割高となる。第3
には,作 業適期,収 穫適期を逃がす機会が多 くな り収量低下をひきおこしや
す くなる。第4に は,経 営管理が,し たがって,複 雑化する。
このように して,大 規模経営の長短を併わせ考慮 した とき,ネ ッ トと して
規模の経済性が残 るか どうか。 これは実証研究によって判定されるべき問題
である。
実 証 上 の 問 題
規模の経済性を統計的に論証するために,ま ず第1に,異 なる規模の経営
の現実費用(単 位生産費)を 直接比較する方法が よく使われる。第2に,資
本収益率の比較,あ 一るいは土地純収益率の比較,第3に,生 産関数の規模の
経済性係数の推定値,第4に,規 模別農家戸数構成比の長期的変化が用い ら
れる。
第3の 方法を除 くこれ ら3つ の方法は,経 営面積あるいは作付面積によつ
て規模を測る便法をとっている。 したがって,技 術条件,価 格関係,ひ いて
は集約度,経 営 タイプを 共通にする グループ内の 比較でなければ 意味がな
い。北海道の水稲経営 と兵庫県のそれ との間での比較は,す く.なくとも規模
⑧ 小 農家族経 営 におけ る 労働費 の 分 析につ いては,頼 平 『農家経 営経済論』 明
文 書房1972年,Chaps・2,3&4参照.
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の経済性の分析においては意味がない。
第1,第2の 方法は要素価格の評価問題をかかえている。た とえば,農 林
省の生産費調査では,土 地資本,地 代の評価額がきわめて非現実的である。
土地評価額は時代お くれの法定地価によってお り,それが現実の売買価格の
(
数分の1以 下であるため,実 際の費用構成を著 しく歪曲 して示す。さらに,
土地の質が上層規模農家で相対的に高いとい う階層間の差異 もほ とんど無視
されている。上層農家では,土 地改良,区 画整理などの土地基盤整備投資,
あるいは 自然的土壌条件の良さにより生産力の高い良質の土地を集積 してい
る事実か らすれば,計 上されるべき地代費は当然高 く見積 られ るべきであろ
う。同様 のことは家族労働力についてもいえよう。もし,これ らに対 して十
分な考慮が 支払 らわれ,そ の結果,か りに地代費の評価が 変え られるだけ
で,現 行の調査データにもとつ く単位費用の規模階層間序列が逆転すること
く　の
が十分に予想される。生産用役の価格を過小ない し過大に評価 された経営は
その効率を過大ない し過小に評価 されることにな らざるをえない。第1,第
2の方法は,根 本的に,正 確な測定が不可能な多 くの分析概念に関する情報
を要求す る方法であることに十分留意 しなければな らない。
第3の 生産関数分析の場合には,評 価問題を部分的に回避す ることができ
るように見える。生産関数は生産の技術的投入産出関係を表わそ うとするも
のであるか ら,財および用役の投入水準および産出水準は物量単位で表示さ
れ,経 済価値の評価を必要 としない。 しか し,それ ら財および用役に質的差
異が存在するとき,そ れを物量単位に換算す る必要が出てくる。最 も一般的
(11)
な方法は,市 場価 値を媒 介に して換算す る ことであ る。例 えば,上 田,下 田
の地価 が それぞれ10ア ール当 り25万 円,10万 円だ とす ると,上 田10ア ー
ルは下 田換算表示 して25ア ール とす ることであ る。 そのためには,各 経営
⑩ 下田と上田とでは,反収の比率は1対2で あるのに反 し,地価比率は1対2.5
といった事例があることからして,地代(土地資本利子)を除く単位費用がたと
え低 くても,土地の用役費を考慮すると単位費用総額が高 くなり,大経営の有利
性が見出しがたくなる.
(ll)この場合,収益地価を用いることはできない.収益地価は経営効率を反映する
ので,規模経済をかくしてしまうからである.
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のそれぞれの農地に関 しての正 しい地価評価が分 っていなければ,結 局,生
産費計算の場合 と同様の困難性に直面する。
また,固 定的生産財用役の分割利用が行なわれ るか ぎり,生産関数分析上
でも費用計算上で も,固定的生産財の操業率ない し用役投入水準を計算の基
礎に しなければな らない。 しか し,実際上はこのような厳密な取扱いはされ
ていない。
最後にあげ られた方法,す なわち,経 営規模別農家戸数構成比変化法は,
いっさいの評価問題を 避けて通ることを 可能にす る。 この方法は古 くJ・s・
ミル以来,多 くの経済学者によって採用され,農 業経済学では農民層分解論
で一般化 していることは 周知のところである。G.S・ステ ィグラーは これを
(12)
適者生存法(survivortechnique)と呼ぶ。 異なった規模を もつ企業間の競
争は,相 対的に非効率な規模の企業を消滅 させ,効 率的な規模の企業だけに
生存を許す傾向をもた らすはず とい う前提にもとつ くものである。わが国農
業では,戦 前の中農標準化傾向に対 し,最近では大規模経営の増大傾向が見
出されている。
しか し,こ こでも再検討すべき問題点がある。か りに,稲 作経営に例をと
ると,規 模階層として経営耕地(田 畑)面 積規模による規模階層が採用され
ているのが通例である。そのため,10ヘクタール規模の畑作経営が0.1ヘク
タールの造田を 行な うと10ヘクタール稲作経営 と同等に その階層農家数に
算入されるとい う不合理が生 じる。 この不合理を避けるため,経 営耕地面積
でな く稲付作面積で規模を測 るべきは 自明の理である。 これが第1点 。
第2に,農家の存続 と農業経営の存続 とは別である。分 りやすい例 として,
デ部の農地保有者は実質上地主家許であったり,不動産経営者であって農業
経営者ではないことが指摘できる。 これは都市近郊で顕著であるが,交 通網
の発達,工場の地方立地に件ない農村部でも広 く認め られるところである。し
(13)
たがって,規模別農家比率でな く,規模別生産比率を取 り上げ るべきである。
0助Stigler,(ψ.oit.,P.72,
⑬ 第1点 と して指 摘 した問 題が,資料的制約 のため不可避だ とい う場合で も農 家
戸数比率 のかわ りに生産量比率が採 用 された な らば,第1点 の問題 は軽減 され る.
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さて,以 上に述べた分析方法上の諸問題を有効に克服 しえたとして,大 規
模経営の優位性が統計的に観察 された としよう。その結果,わ れわれは,個
別経営に とっての 規模の経済性を 主張 しうるであろ うか。 その答は 否であ
る。
第1に,異 企業間生産関数の計測あるいは異企業間費用比較によって規模
の経済性が見出された としても,企 業内生産関数が規模の経済性を具備 して
いることを必ず しも意味するものでないか らである。個別経営 とくに零細経
営にとっての規模拡大の経済性を問題 とする立場か らは,両 者は峻別され る
べ きである。前者は大規模経営の存続性,小 規模経営の没落を意味するが,
いずれの規模の経営に とっても規模拡大の経済性を約束するものではない。
技術革新期にあっては,新 技術の採用において小経営は大経営にお くれ る
傾向があることはさきに指摘 した。新生産関数上の大経営 と,旧 か ら新生産
関数への移行過程あるいは旧生産関数上の小経営とを比較すると規模の経済
(14)
性があるように見えよう。 しか し,そ の実は,大 経営が新均衡点に到達 して
いるのに反 し,小経営では新 しい条件に適応 しきれずに不均衡状態が持続 し
ている。 この場合小経営の生産費は高い。 しか し,新技術の普及に よって,
早かれおそかれ新均衡点に到達すれば,観 察された規模の経済性は消滅する
であろ う。
個別経営の規模拡大に とっての十分条件は,新 生産関数そのものが規模の
経済性を具備 していることであ り,異企業間生産関数が規模の経済性を示す
としてもそれはせいぜいのところ必要条件にすぎない。
⑭ 生産関数分析によりこれまでに観察された農業生産における規模の経済性は,
分析対象期間が技術革新期にあたっているという特徴が指摘できる.例えば.稲
本志良 「農業技術進歩の動態過程に関する生産関数分析」r農林業問題』7巻4号
(昭和45年12月):同「農業における技術進歩と規模の経済性」『近代農業学論
集』柏祐賢博士還暦記念出版1971年pp.351-370.
また,農業生産関数の階層性については,沢 田・北園 「農業機械化の経済的効
果に関する若干の計測」r農業経済研究』28巻2号(昭 和31年7月);土屋圭造
「動力耕縁機をめぐる農業経営範疇区分」東畑編r農 民範疇に関する研究』昭和
32年等を参照.
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結 論
しば しば次のような考え方に接す ることがある。すなわち,わ が国の農業
経営が近代化されてい く過程において農業経営 の規模の拡大はそのもっとも
有効かつ不可欠の手段である。 この考え方は,企 業内生産関数 の規模の経済
性を法則視 し大前提 としたものであ り,きわめて ミス リーデ ィングな考え方
であるといわねばな らない。 もし,このような考え方が正 しいとすれば,離
農跡地が耕作放棄 されている事態をどう説明 しようとい うのであろ うか。
規模拡大は,経 営改善の万能薬で もなければ,ま して経営 目標でもない。
個別経営にとって重要なことは飛躍的に土地生産性を向上 させ ること,こ れ
が先決である。その結果,規 模拡大投資がひき合 う条件が用意されれば,規
模拡大はおのずか ら進展するであろ う。
大規模化すれば,機 械の利用効率は高まるであろ う。 しか し,現実の地代
費用は機械の利用効率改善の利益以上に土地拡大の費用を高 くつ くものに し
ているとい うのが現実ではなかろ うか。わが国の農業機械化は,土 地の効率
的利用に反 しないかぎりにおいて導入可能であ り,土地生産性の向上を件な
(1)
っては じめて機械化も有利 となるのが実態である。か りに,機 械化大農法が
開花する事例を見出 しうるとしても,わ が国ではごく局限 された地域 の経営
群においてであろ う。
農業の生産技術は歴史的 ・経済的条件の産物であることに着 目すれば,わ
が国将来 の農法は,こ の国の経済条件に則 して,そ の発展は土地節約を基軸
ロ
とし,労働生産性の併進的上昇への方向に見出されてい くであろう。その結
果,創 出され る機械化農法は,欧 米大陸式のそれ と異な り,地方色の強い 曰
く　の
本 的 な も の で あ る に 違 い な い 。
(46.4.19)
⑱ 増井幸夫 「農家 労働 力 の 減少 と地 域農業 の 対応」r農経論叢 』第26集(1970
年)PP.50-54.
⑯ 速水佑 次郎,前 掲論文20頁 は この ことを示 唆 してい ると理 解 され る.
